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顧客本位の業務運営に関する原則 一部実施・非該当 一部実施・非該当理由

原則3 (注)

金融事業者は、利益相反の可能性を判断するに当たって、例えば、以下の事情

が取引又は業務に及ぼす影響についても考慮すべきである。

・ 販売会社が、金融商品の顧客への販売・推奨等に伴って、当該商品の提供会

社から、委託手数料等の支払を受ける場合

・ 販売会社が、同一グループに属する別の会社から提供を受けた商品を販売・

推奨等する場合 (※1)

・ 同一主体又はグループ内に法人営業部門と運用部門を有しており、当該運用

部門が、資産の運用先に法人営業部門が取引関係等を有する企業を選ぶ場合 

(※2)

一部実施

(※1) 当社における組織形態上、同一グループに属

する別の会社から提供を受けた商品を販売・推奨す

ることがないため対象としておりません。

(※2) 当社における組織形態上、同一主体又はグ

ループ内の運用部門が、資産の運用先に営業部門が

取引関係等を有する企業を選ぶことがないため対象

としておりません。

原則5 (注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等す

る場合には、個別に購入することが可能であるか否かを顧客に示すとともに、

パッケージ化する場合としない場合を顧客が比較することが可能となるよう、そ

れぞれの重要な情報について提供すべきである((注2)〜(注5)は手数料等の情報を

提供する場合においても同じ）。

非該当

当社は複数の金融商品・サービスをパッケージと

して販売・推奨することがないため、本原則は対象

としておりません。

原則6

(注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等す

る場合には、当該パッケージ全体が当該顧客にふさわしいかについて留意すべき

である。

非該当

当社は複数の金融商品・サービスをパッケージと

して販売・推奨することがないため、本原則は対象

としておりません。

(注3)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商品の特性を踏

まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・公表するとともに、商品の販

売に携わる金融事業者においてそれに沿った販売がなされるよう留意すべきであ

る。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組成に携わ

る金融事業者ではないため、本原則は対象としてお

りません。

当社は、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」に掲げる項目のうち、原則3(注)は、一部実施、原則5(注2)、原則6(注2)、原則6(注3)

は、当社の「お客さま本位の業務運営方針」の対象外であることを公表いたします。(2024年12月2日更新)
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